
＜拡大月間の準備及び期間中にとりくむポイント＞ 

❶拡大目標と組織化の対象（個人対象者、対象職場、対象地域、対象業種、対象未加

盟労組など）を明確にします。 

❷組織化の対象に対する作戦・計画・行動配置などを決めます（必要なビラや宣伝カ

ー、宣伝テープなどの準備・手配を含む）。 

❸集中ゾーンの行動内容などを明確にし、参加者の配置などを確定します。 

❹全組合員参加の拡大「月間」にするため組織建設推進委員を中心に組織拡大の意思

統一をする学習会や集会などを開催します。 

❺組織建設推進委員の配置と役割を明確にした強固な推進体制を確立します。 

9月 10月 11月 12月 1月 2月 計

組織数 4 2 1 0 0 1 8

拡大人数 35 2 9 0 0 35 81

全体組織数 40 52 53 37 20 9 211

組織数（重複除く） 40 35 21 15 5 1 117

拡大人数 84 109 117 68 62 18 458

119 111 126 68 62 53 539

2016年度9月～　組織拡大数

新結成

組織内

組合員拡大合計人数

 

 

 

 

 

３月～４月春の組合員拡大月間 
各地で１７春闘、共謀罪阻止を広げよう 
安倍政権は「アベノミクス」の破たんを隠し、国民の目をごまかす為に、「ニッ

ポン一億総活躍社会・働き方改革」と称して、非正規の処遇改善や長時間労働の是

正を打ち出していますが、財界・大企業の意向を受けて「月 100 時間の時間外労働」

を認め、「高度プロフッショナル制度」「裁量労働制の拡大」などの労働法制改悪案

を今国会に提出するなど、労働者の使い捨て・低賃金化を推進しています。このま

までは、「大企業栄えて国が滅びる」という事態になりかねません。国民の所得を

増やし、個人消費を活性化させることが日本経済を回復させる為に必要な手立てで

す。2017 年春闘を推進し、賃上げなど要求闘争を大きく前進させる為にも、各職

場・地域で建交労を多数派にすることが絶対に必要です。3 月 6 日現在で第 18 回

大会後の組織拡大の到達点は 539 人です。まだ 1月～2月分の拡大未報告の組織が

残されています。早急に中央本部への報告をおこない、データベースへの入力作業

を徹底しましょう。拡大を前進させる為には、各組織が組合員の決起と対象者との

対話・働きかける時間を作り出すことです。春闘方針で提起した準備と取り組みの

ポイントを改めて意思統一し、実践に向けて足を踏み出しましょう。 
＜組合員拡大の到達点（3月 6日）＞  

 
 

 

     2016 年 3月 7日   Ｎｏ.９ 

全日本建設交運一般労働組合 中央本部 

 2017 年春闘・月間推進ニュース



20１７春闘・首都圏交渉団第２回集交 

全１１社で有額回答、制度要求等を前進 



No 県名 単組・支部・分会名
加入
組合
員数

公表
可否

結成
年

結成月 業種など

1

2

3

4

5

県名 単組・支部・分会名
加入
組合
員数

公表
可否

加入
年

加入月 業種など

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

建交労2016年度組織拡大報告用紙

新結成　2016年9月以降
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